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令和８年熊本地震に伴う復旧工事に係る埋蔵文化財に関する 

文化財保護法の規定の適用について（通知） 

 

 

文化財保護法（昭和 25 年法律第 214 号。以下「法」という。）第６章に規定する埋

蔵文化財に係る事務については、法第１８４条及び文化財保護法施行令（昭和 50 年政

令第 267 号）第５条第１項第５号及び第２項並びに第７条により、都道府県又は政令指

定都市の教育委員会が自治事務として行うこととされています。 

これらの事務のうち、法第９３条、第９４条、第９６条及び第９７条に規定されてい

る届出又は通知に係るものに関し、令和８年熊本地震に伴う復旧工事については、別紙

の取扱いとすることができるものと考えられます。また、その対象とする復旧工事の範

囲については、下記の工事が考えられます。 

貴職におかれては、この旨御了知の上、適切に御対応くださるようお願いします。な

お、別紙の取扱いとする場合には、被災状況に応じ、この取扱いを適用する期間及びそ

の適用範囲について適切に御判断願います。 

また、域内の関係市町村に対し、この趣旨に基づき、適切に御指導くださるよう、お

願いします。 

 

記 

 

① 電気、ガス、上下水道、電話、道路、河川、橋梁、鉄道等の復旧 

② 仮設住宅の建設 

③ 損壊又は焼失した建物その他の工作物の撤去及び整地 

④ その他緊急を要する復旧工事 

 

  

【本件担当】 
文化庁文化資源政策・記念物課 
電話：０７５－４５１－４１１１（代表） 

支援・審議会係 杉本 （内線９６６５） 
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（別紙） 

 

令和８年熊本地震に伴う復旧工事に係る埋蔵文化財に関する 

文化財保護法の規定の適用について 

 

１ 法第９３条関係 

（１）土木工事等のための発掘については、法第９３条に規定されている。 

（２）同条第１項において読み替えて準用する法第９２条第１項により、発掘に着手する

日の６０日前までに届け出ることが必要であるが、同項ただし書により、「文部科学

省令の定める場合」は例外とされている。 

（３）これを受けて、埋蔵文化財の発掘又は遺跡の発見の届出等に関する規則（昭和 29

年文化財保護委員会規則第５号。（４）において「規則」という。）第３条が定めら

れている。 

（４）今般の令和８年熊本地震に伴う復旧工事は、規則第３条第１項第２号に規定する「非

常災害その他特別の事由により緊急に発掘を行う必要がある場合」に該当すると考え

られる。 

 

２ 法第９４条関係 

（１）国の機関等が行う発掘については、法第９４条に規定されている。 

（２）同条第１項により、発掘に係る事業計画の策定前に通知することが必要であり、そ

の例外となる場合は定められていない。 

（３）しかし、同条の制定の趣旨としては、法第９３条の特例的な規定であるとされてお

り（「文化財保護法の一部を改正する法律等の施行について」（昭和５０年９月３０

日付け文化庁次長通達）第五－三参照）、法第９３条の規定を参考として、法９２条

第１項ただし書の規定を類推適用することが可能であると考えられる。 

（４）以上の解釈により、今般の令和８年熊本地震に伴う復旧工事については、その緊急

性に応じ、事業計画策定前の通知を要しないものとして取り扱うことができると考え

られる。 

 

３ 法第９６条関係 

（１）遺跡の発見については、法第９６条に規定されている。 

（２）同条第１項により、遺跡を発見した場合には、現状を変更することなく、遅滞なく

届け出ることが必要であり、その例外となる場合は定められていない。 

（３）しかし、同条第１項ただし書には「非常災害のために必要な応急措置を執る場合は、

その限度において、その現状を変更することを妨げない」とされている。 

（４）「非常災害のために必要な応急措置を執る場合」とは、現に災害が発生し、または

その発生が明らかに予測される急迫の事態において、これに対する応急の措置をとる

場合であり、そのような非常災害のために必要な応急措置により遺跡が発見された場

合にも、全て通常の遅滞のない届出を求めることは、必ずしも妥当ではないと考えら

れる。 



 

（５）以上の解釈により、今般の令和８年熊本地震に伴う復旧工事については、その緊急

性に応じ、遺跡発見時の遅滞のない届出を要しないものとして取り扱うことができる

と考えられる。 

 

４ 法第９７条関係 

（１）国の機関等の遺跡の発見については、法第９７条に規定されている。 

（２）同条第１項により、遺跡を発見した場合には、現状を変更することなく、遅滞なく

通知することが必要であり、その例外となる場合は定められていない。 

（３）しかし、同条第１項ただし書には「非常災害のために必要な応急措置を執る場合は、

その限度において、その現状を変更することを妨げない」とされている。 

（４）「非常災害のために必要な応急措置を執る場合」とは、現に災害が発生し、または

その発生が明らかに予測される急迫の事態において、これに対する応急の措置をとる

場合であり、そのような非常災害のために必要な応急措置により遺跡が発見された場

合にも、全て通常の遅滞のない通知を求めることは、必ずしも妥当ではないと考えら

れる。 

（５）以上の解釈により、今般の令和８年熊本地震に伴う復旧工事については、その緊急

性に応じ、遺跡発見時の遅滞のない通知を要しないものとして取り扱うことができる

と考えられる。 

 


